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最近の学生志望業界ﾗﾝｷﾝｸﾞ上位10業界

2

順位 業界

1 情報処理・ｼｽﾃﾑ開発

2 紙・ﾊﾟﾙﾌﾟ・化学・素材

2 電気機器・電気電子部品

4 通信・ﾈｯﾄﾜｰｸ

5 医療・福祉

6 機械・ﾌﾟﾗﾝﾄ

7 水産・農林・食品

8 ｹﾞｰﾑ・ｴﾝﾀﾒ

8 建設・住宅・不動産

10 商社

24 農林･水産･鉱業

25 石油･ｶﾞﾗｽ･ｺﾞﾑ･紙･ｾﾗﾐｯｸ

26 放送業

27 医薬品

28 機械･ﾌﾟﾗﾝﾄ･ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

29 倉庫業

30 建設･工事業

31 化学

32 その他製造業

33 鉄鋼･非鉄金属･金属

出典：就職みらい研究所『就職プロセス調査2018年卒調査報告書』

理系学生志望業界ﾗﾝｷﾝｸﾞ上位(2024年卒)

出典：HRpro

順位 業界

1 情報処理・ｼｽﾃﾑ開発

2 水産・農林・食品

3 薬品・化粧品

4 官公庁・公社・団体

5 繊維・化学・ｺﾞﾑ・ｶﾞﾗｽ他

6 電気機器・電気電子部品

7 医療・調剤薬局

8 自動車・輸送機器

9 銀行・証券

10 機械・ﾌﾟﾗﾝﾄ

学生志望業界全ﾗﾝｷﾝｸﾞ(2018年卒)

・社会での認知度が低い(B2B企業)
・先端産業ではないｲﾒｰｼﾞ
・材料の重要性が認識されていない
⇒学生にとって魅力がなく、人気が低い

・市場規模の大きさ（29.2兆円）
・最先端産業の素材提供という評価

出典：マイナビ2024年卒

１．非鉄金属製錬業界の現況と人材確保

非鉄金属製錬

化学・素材系

学
生
の
評
価

順位 業界

1 官公庁・公社・団体

2 情報処理・ｼｽﾃﾑ開発

3 商社

4 銀行等金融機関

5 食品

6 鉄道・海運・交通

7 医療・福祉

8 各種団体

9 百貨店・ｽｰﾊﾟｰ・ｺﾝﾋﾞﾆ等

10 教育・学習支援

・製造業復活の兆候
・人気業界流動的
・化学系の人気
※調査機関、対象、
業界分類数の差はあり

順位 業界

1 情報・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

2 情報処理・ｿﾌﾄｳｪｱ

3 素材・化学

4 調査・ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

5 食品・水産

6 建設・住宅・不動産

7 銀行

8 医薬品・医療・化粧品

9 マスコミ

9 電気機器・電気電子部品

出典：NHK2023年卒(元ﾃﾞｰﾀはﾃﾞｨｽｺ)

・重厚長大
・旧態然の体質
・厳しい工場勤務(徒弟制、大日本帝国陸軍)
・３Ｋ職場 のｲﾒｰｼﾞ

by 2023/8/3 菅野智子/大内隆成先生打合せ製造業

非製造業
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非鉄金属製錬分野を有する大学数と教授数の推移

資源・素材講演集vol.4（2017）No.2(秋季札幌) by黒川晴正
出典：日本経済新聞2017年6月28日記事

年度

非鉄金属製錬技術者の枯渇

国内非鉄金属製錬業界全体の問題

・国内鉱山の閉山、製錬所の減少
世界における国内ﾒﾀﾙ生産量ｼｪｱ低下
・教員業績評価（教授昇格要件）

論文数、ｲﾝﾊﾟｸﾄﾌｧｸﾀｰ、研究費獲得額
・長い研究期間と多額の研究費

(特に乾式製錬研究）
・抜本的なﾌﾟﾛｾｽ開発は企業ﾏﾀｰ

学問領域の嗜好変化

製錬系⇒化学系

大
学

数
・
教
員
数

資源･製錬を専門とする学部/講座/教授の激減

© H.Kurokawa, IIS Tokyo University 2024
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非鉄金属製錬系学科の進学者減少

illust-box.jp

博士課程進学者減少

・理系離れ
・非鉄金属製錬業の認知度低い

博士採用数少ない

製錬系講座減少
製錬系教員減少

製錬系教員に魅力がない

illust-box.jp

pawapo.pictures

canstockphoto.jpirasutogazosiji.blogspot.com

非鉄金属製錬系学科激減
非鉄金属製錬関連講義減少

志望教員減少

非鉄金属製錬企業志望者減少
(非鉄金属製錬系専攻以外の学生志望者も少ない)

負のスパイラル
断ち切るには？

キャリアパス

化学系に転向

非鉄金属製錬系企業の認知度低い

中高校

非鉄金属製錬企業

大学博士課程

大学

大学教員

教員と学生の確保が一丁目一番地

© H.Kurokawa, IIS Tokyo University 2024
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企業

大学

団体・協会

官

製錬工場見学
卒業生ﾘｸﾙｰﾀｰによるPR
ﾄﾞｸﾀｰｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ
包括的組織連携
企業による講座開設
共同研究
企業技術者博士取得
寄付研究/講座
研究設備寄贈

国際資源大学校
資源素材塾
アウトリーチ
派遣講座
学会活動

JOGMEC活動

非鉄金属製錬社内教育

小中学生対象科学実験
大学間交流
相互講座/集合合宿講座
若手教員合宿形式討論会
他大学/産業界講師による講義
資源製錬に関する研究ｾﾝﾀｰ設立

人材育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑや産・官・学の相互補完はできているが・・・

産・官・学の取り組み

２.人材育成のための施策例

© H.Kurokawa, IIS Tokyo University 2024
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実施項目 取り組み内容

非鉄金属製錬学科卒以外の新入社員教育
最近は上記理由でﾏﾃﾘｱﾙ系卒業者にも必要
非鉄金属製錬⊂ﾏﾃﾘｱﾙ学科

非鉄金属製錬座学（基礎＋応用）＋実践教育

ﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝ 社会人ﾄﾞｸﾀｰ、海外研修/留学

生産と研究 生産現場と研究所経験

各社企業内教育

・製錬系専攻学生の質と量の劣後（講座数、教員数減）
・東大ﾏﾃﾘｱﾙ工学科※の修士学生に講義した印象
ﾏﾃﾘｱﾙ工学科※※は学問分野が広く、製錬系企業が期待する教育を受けていない

※東大ﾏﾃﾘｱﾙ工学科：冶金⇒金属⇒ﾏﾃﾘｱﾙ工学、有機材料・半導体材料を含む材料全般を対象としたマテリアル

工学科に統合、2004年からはﾊﾞｲｵﾏﾃﾘｱﾙ、環境・基盤ﾏﾃﾘｱﾙ、ﾅﾉ・機能ﾏﾃﾘｱﾙの3ｺｰｽ制とし、幅広い領域をｶﾊﾞｰ

※※ﾏﾃﾘｱﾙ工学：物理学、化学等の知識を融合して新しい材料やﾃﾞﾊﾞｲｽの設計、そして評価を行う学問

⇒学生のﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ “製錬系専攻学生＜非製錬系専攻学生”なら
優秀な非製錬系専攻学生を（うまく言いくるめて）採用、社内教育

専門分野を極めた研究者、
異分野の研究者が協力し
て、開発するべきでは？

© H.Kurokawa, IIS Tokyo University 2024



7

住友金属鉱山（株） DOWA（株）

大学部門 東北大学 多元物質科学研究所 秋田大学 国際資源学部

講座名
非鉄金属製錬環境科学研究部門
（住友金属鉱山共同研究ﾕﾆｯﾄ)

ﾘｻｲｸﾙﾌﾟﾛｾｼﾝｸﾞ講座
（寄付講座）

目的
・産学で、次世代非鉄金属製錬業を担う人材育成
・非鉄金属製錬業の社会認知
・非鉄金属製錬業界全体に有益な研究

・ﾘｻｲｸﾙﾌﾟﾛｾｽの開発
・非鉄金属製錬人材育成

期間
2018年4月開始
2023年3月～2028年3月（第2期）

2009年開始
2021年4月～2024年3月（第5期）

寄付金額 150百万円／5年（30百万円／年）

主な活動
・共同研究による人材育成と国際競争力ｱｯﾌﾟ
・講義や共同研究を通した学生の認知度向上
・ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ･座談会等での成果の公表
・事業紹介や工場見学の開催

・非鉄金属製錬現場見学と報告会

JX金属（株） 三菱ﾏﾃﾘｱﾙ（株）

大学部門 東京大学 生産技術研究所 京都大学 大学院 工学研究科

講座名 非鉄金属資源循環工学寄付研究部門 （寄付ﾕﾆｯﾄ） 非鉄製錬学 （寄付講座）

目的
非鉄金属産業活性化
“非鉄金属産業の重要さ”認知度向上

・研究者/技術者育成とﾘｻｲｸﾙ技術の発展
・人材の育成

期間
2012年1月開始
第3期：2022年1月～2026年12月（第3期）

2017年4月開始
2022年4月～2027年3月（第2期）

寄付金額 200百万円／5年（40百万円／年） 150百万円／5年（30百万円／年）

主な活動

・資源循環とﾘｻｲｸﾙ関連の研究/人材育成
研究テーマは指定せず、特任教授が自由に設定

・小中学生向けや一般向けのｱｳﾄﾘｰﾁ
・SDGｓ諸活動やＳＴＥＡＭ教育に注力して、若年層へ
非鉄金属産業の重要性/楽しさPR

・学生向けの講義やｾﾐﾅｰ
・高校生対象のｱｳﾄﾘｰﾁ
・非鉄製錬の基礎研究
・社会人Web講座
・製錬関係者（若手研究者、教員）討論会

１）寄付研究・寄付講座等

7
参考 資源・素材講演集vol.4（2017）No.2(秋季札幌) by黒川晴正

３．産学連携と共同研究の問題点

© H.Kurokawa, IIS Tokyo University 2024
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東京大学

京都大学 東北大学

JX金属

三菱ﾏﾃﾘｱﾙ 住友金属鉱山

寄付研究・講座と、3者緩やかな連携が望ましい

・非鉄金属製錬関連の講座/教員の維持･拡大支援
・非鉄金属製錬学/技術に興味を持つ学生の増加
・企業による講義や共同研究を通した学生への非鉄製錬業の認知度向上
・共同ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ/座談会等での成果の公表
・非鉄金属製錬各社の事業紹介や工場見学開催による非鉄製錬の魅力のｱﾋﾟｰﾙ

非鉄金属製錬業界を志望する学生の確保

ｽｷｰﾑは異なるも
人材育成という共通目的

ｱｳﾄﾘｰﾁ活動

講座・教育 共同研究

競争より
協業と補完

© H.Kurokawa, IIS Tokyo University 2024

ALL JAPAN
懐の深い大尽

技術の住友
学術の東北大知の巨人京大
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２）企業～大学包括連携協定※

大学の産学連携部門と企業間で組織包括連携
・共同研究ﾃｰﾏ選定や追加・変更の自由度
・企業ﾆｰｽﾞと学内シーズのﾏｯﾁﾝｸﾞ
ﾌｨｰﾙﾄﾞの異なる（若い）教員の関与と非鉄金属製錬への興味惹起

・共同研究を通して、若手教員の生産活動理解度向上と、企業若手社員の教育
・産学人材交流
・寄贈・助成等の大学支援、適切な共同研究費用
・連携ｾﾐﾅｰ、企業出張講座

ＪＸ金属

ＤＯＷＡ

住友金属鉱山

三菱ﾏﾃﾘｱﾙ

東北大学

早稲田大学

九州大学

秋田大学

東京大学

京都大学

包括連携型

寄付研究・寄付講座等

包括連携協定※：分野を限定せずに、長期的・安定的な協力関係構築

9© H.Kurokawa, IIS Tokyo University 2024
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３）個別共同研究の考え方（目的）の相違

企業 大学

成果物

※①～④
優先順位順

① 課題解決
収益に寄与するｱｳﾄﾌﾟｯﾄ（費用対効果）

② 人材育成

① 人材育成
② 学術論文数(企業は公表したくないことも)
③ 社会実装
④ 特許数、共研実績（件数、金額）
※特許の権利割合は問題に

時間軸 短・中期 中・長期

研究費 低額（数十万円の相談ｺｰｽから数百万円が主流） 適正な共研費用は必要
低額ではやっていけないが、無いよりまし
（ﾎﾟｽﾄﾞｸ1名で約8百万円/年のｺｽﾄ）

企業内部ﾃﾞｰﾀ NDA締結するも詳細ﾃﾞｰﾀは提供したくない
原料、顧客、品質、分析値、環境、ﾉｳﾊｳ・・

情報・ﾃﾞｰﾀ必要だが入手し難い、企業へ遠慮
※既開示情報へのｱｸｾｽと蒐集は優位性

共研研究員 若い研究員や学生は忌避
将来競合企業への就職
経済安全保障

安価な実験要員は学生
（ただし、安いには訳がある）

© H.Kurokawa, IIS Tokyo University 2024

教員評価順位
①学術論文数、②共研獲得金額
③特許、④社会実装、⑤人材育成
④、⑤の重み付けが低く、客観的
評価基準がほぼ皆無

・ｱﾒﾘｶや中国とｵｰﾀﾞｰが違う(人件費カウント)
・優秀な研究者が海外流出
・一方、学は費用に見合った価値を提供できるのか

2024年8月21日 大学の課題 八木/大内先生と意見交換

2024年8月23日 企業の課題 JX金属中村様と意見交換
企業、大学と、一括り（ﾊﾞﾙｸ）で語るには無理がある
企業間/企業内､大学間/大学内でも考え方様々
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生産現場（実験）の現象 ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ/評価技術 ﾒｶﾆｽﾞﾑ解析 検証

実操業（開発）に適用/改善/収益貢献

②企業から大学への期待
・ﾌﾟﾛｾｽ開発/改良/改善等、過大な期待
・学問は専門/細分化が進み、狭く深く。工程改善、ましてや新ﾌﾟﾛｾｽの開発は無理
民間企業は、事業に関係する分野の開発はより進んでいる

※研究と開発は厳密に区別すべき

© H.Kurokawa, IIS Tokyo University 2024

共同研究成功事例

その他共同研究問題

①企業から大学への人材派遣
・各社共、優秀な社員数は限定されており、社内でも争奪戦
優秀な社員の年単位の大学派遣は・・・・、研究員に限定

・中長期的な視点で人材育成は最重要案件とわかってはいるが・・・
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・そもそも大学の先生がｵｰﾙﾏｲﾃｨの天才で、何でもわかると考えることが妄想？
（私は学生の頃信じていた）
大学に残った同級生を思い起こすと・・・

© H.Kurokawa, IIS Tokyo University 2024

・大学の先生はある特定の分野のｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ、研究業務（または教育）に秀でたｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ
大学教授、画家、工匠、音楽家、料理人、大工、ｽﾎﾟｰﾂ選手・・・

・国内では
大学教授7万人、准教授4万人 計11万人
料理人26万人
社会的ｽﾃｰﾀｽの高いといわれている職業（いわゆるｲﾝﾃﾘ層）
医師（敬称先生）34万人、弁護士（敬称先生）4.6万人、ｷｬﾘｱ官僚1.5万人

上場企業3,800社、執行役員4万人
地方議員（敬称先生）3.2万人

・研究(企業は開発）
・研究ﾃｰﾏにより、大学の先生とのﾏｯﾁﾝｸﾞ/紹介
行き詰ったときには異分野の先生でﾌﾞﾚｰｸｽﾙｰ
・学術指導
公開講座、若手から中堅社員まで、講座都度自由選択、Web可等、柔軟に
副次効果として企業をまたがる個人的なつながり

・視点を変えたｱｲﾃﾞｱ出し、的外れは想定内・許容、打率1割でOK

JX金属寄付ﾕﾆｯﾄで公開講座？
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④産産、産学の協業と協力
・競合相手はお隣の大国、飲んだ席ではｵｰﾙｼﾞｬﾊﾟﾝと盛り上がるが、具体的に業界（産
学）での共同研究を具体化しようとすると、総論賛成各論反対、情報・ｻﾝﾌﾟﾙ秘匿

・製錬技術は成熟し、お互い隠してもしょうがない、むしろ協力した方が良いとはわかって
いるが・・・・・
・技術系は同じメンタリティ、生産現場で困っていると助け合うことも多いが・・・・
各社部門責任者の考え方で一義的に決まる

③企業の課題
ⅰ）原理原則
・まず結果、時間最優先、原理原則追求の優先度下がるも、後付け理論は必要
・ﾌﾟﾛｾｽの現象面は把握
・問題が顕在化したﾌﾟﾛｾｽや新規開発ﾌﾟﾛｾｽは、本質的な理解・解析が進んでいる
従来から大きな問題のなかったﾌﾟﾛｾｽ（単位工程）は原理原則を追求していない

ⅱ）ﾒｶﾆｽﾞﾑ解析・解明
・絨毯爆撃でﾋﾟﾝﾎﾟｲﾝﾄの条件を確定、ﾒｶﾆｽﾞﾑ解析が後回し、もしくは次の課題解決のため解明せず
大きく条件が変わったり、他の開発案件に知見が活用できない、ｾﾞﾛｽﾀｰﾄ

ⅲ）共同研究のﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄは一義的に発注者である企業
真に必要なﾃｰﾏでなければ企業側担当者の本気度低下、惰性､学に丸投げ、責任者のﾌｫﾛｰ不足

産学相互補完
・学に欠如する規模感、ｺｽﾄ意識⇔産の弱点である原理原則(結果ｵｰﾗｲ)

© H.Kurokawa, IIS Tokyo University 2024
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４．まとめ（問題提起）

１）産学連携前に目的・成果物（含時間軸）のｺﾝｾﾝｻｽ･ﾍﾞｸﾄﾙ合わせ
産・学で異なる下位成果物は各々自由設定

２）産・学の役割分担（特異不得意）明確に、相互補完
３）社会人への学術指導
４）産から学への適正な研究資金支援、学は見合った価値を創造・提供
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